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研究成果の概要（和文）：　日本国内のフリースクールをはじめとするオルタナティブスクールと公教育との連
携について実証的な調査・分析を行った。
　 得られた結果：オルタナティブスクールでの活動の内容や理念・ 目標のあり方と，公教育との連携の度合い
に明確な関連はない。同じオルタナティブスクール内で活動する児童生徒であっても，在籍校やその地域が異な
れが学籍上の扱い(出席認定や実習用通学定期適用)に差が生じている。  
　以上より，不登校支援における公民連携について，主に公教育側の恣意的な判断や偶発的なやりとりによっ
て，それが達成されるか否かが左右され，子ども・若者の教育を受ける権利・学習権の保障が左右されている問
題を指摘した。

研究成果の概要（英文）：This study researched the state of alliance between alternative schools and 
national public education.  The findings are follow.  Firstly, it is not rerated to  an achievement 
of alliance whether practice and a philosophy of an alternative school follow public education's one
 or not.  Moreover, even though some children are in same alternative school, they receive different
 treatment in their school register according to a decision by a headteacher or a board of education
 of their registered school.  
This study points out that the alliance is affected a decision by public education sector 
arbitrarily and incidentally and that these situation causes the problem of guarantee on lights to 
learn of children.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　これまで，オルタナティブな教育を受けている子どもたちの在籍校での学籍の扱いについて，全国的な状況を
量的に把握した研究は限られていた。本研究は，不登校をめぐる議論においてフリースクール等での学びをどう
制度上位置づけるかの議論が大きくなっている現在において，客観的なデータからその現状を明らかにしたこ
と，に学術的ならびに社会的意義がある。
　本研究の知見は，様々な立場の論者から発せられる「学校に行かない生き方が認められてきている／認められ
ていない」「学校外の学びの場が認められてきている／認められていない」といった現状認識の相違を乗り越え
て，建設的な議論を進める上で必要不可欠な土台を提供した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 フリースクールが公教育制度における連携相手として重要視されている。2016 年 12 月に施
行された「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律案」
(通称「教育機会確保法」)において，フリースクールなどの民間施設と学校や地方公共団体との
間の連携が文言化された。 
 しかし，日本のフリースクールと公教育との関係は緊張をはらんでいる。日本のフリースクー
ルは，不登校を問題とみなす一般的な言説に対して，「不登校は問題ではない」「学校に行かない
生き方もある」といった対抗言説を編成してきた。 
 フリースクールをはじめとするオルタナティブスクールの多くは，学校教育の問題点や課題
を批判する形で展開してきた一方で，不登校の要因の多様化への注目の高まりを背景に公教育
の不登校支援においてフリースクール等との連携の必要性が叫ばれている現状において，その
連携について様々な議論がなされているが，一方でそれらに対する実証的な調査研究は十分に
はなされていない。不登校の子どもをはじめとするすべての人々の学習権の保障という観点か
ら現在の教育制度ならびに現場の実践の議論を組み立てるためには，先ずは，現状がどうなって
いるかを実証的に把握し分析する必要がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，フリースクールの公教育の連携における，多様な価値観が交錯する空間をめ
ぐるダイナミズムを明らかにすることである。本研究では，フリースクールと公教育の連携の場
を，異なる価値観が交錯する空間ととらえる。そのような教育をめぐる複数の相反する価値観が
交錯する空間で，連携がどれだけ達成されているのか，あるいはできていないのか，そしてその
要因に何が考えられるのかを明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 実施した主な調査は以下の通りである。全国のオルタナティフブスクールならびにそれらが
所在する地域の教育委員会へのアンケート調査。公教育との連携事例を持つオルタナティブス
クールへの聞き取り調査。公教育との連携について取り上げたオルタナティブスクール関係者
による公開イベント等への参加とそこでの聞き取り調査，ならびに資料取集。 
 
４．研究成果 
 明らかになったことは以下の通りである。 
（1） 在籍校での出席日数と認定された子どもの割合は，在籍校に申請した子どもでは約 9
割であるが，義務教育年齢の子ども全員では約 5 割である。在籍校に希望を出せないある
いは交渉ができないケースを考慮すると課題が残る。 

（2） 保護者に就学義務違反の懸念が示されたり指摘された子どもの割合は 4.7%である。学
校外の教育が認められてきているという風潮もあるが，少ないながら否定的に扱われてい
るケースが存在している。 

（3） ある 1 つのオルタナティブな場で活動する子どもたちの中に，在籍校から出席認定や
実習用通学定期適用などの対応をされている子どもとされていない子どもが共存している
ケースが多々ある。つまり，同じ組織内で活動していても，子どもたちの間で一条校からの
諸々の対応に格差が生じている。 

（4） 地域における公民連携の協議会の設置や共同事業の実施はあまりなされておらず，教
員や行政職員とオルタナティブスクールの活動の間のネットワークの構築はあまりなされ
ていない。 

（5） 補助金を受託するなどの行政参画を行なっているオルタナティブな場は，3割を切って
おり非常に少ない。行政との連携が進んでいるとは言い難い。 

（6） 出席認定や実習用通学定期の適用がなされるかどうかは，オルタナティブな場の理念
(表 1)，活動内容(表 2)，スタッフの人数(表 3)にはあまり関連していない。つまり，オル
タナティブスクール側の特徴や実績によって在籍校との連携が推進されるわけではないと
いうことである。換言すれば連携の実現とそれによる子どもの教育を受ける権利の保障は，
ケースごとに恣意的，あるいは偶発的なままに止まっている可能性が高いことが推測でき
る。 
 

 以上の知見より，本研究が見出したオルタナティブスクールと公教育の連携における最も大
きな課題は以下の通りである。 
 まず，オルタナティブスクールでの学習活動の内容や理念・目標が学校教育と対応しているか
どうかと，公教育との連携の度合いに明確な関連はない。同じオルタナティブスクール内で活動
する児童生徒であっても，在籍校やその地域が異なれば学籍上の扱い(出席認定や実習用通学定
期適用)に差が生じている。現在，フリースクール等での活動を在籍校での学籍においてどのよ
うに扱うかの決定は，その児童生徒の在籍校の校長の判断によると文部科学省通知ではなって
いる。すなわち，同じオルタナティブな学びの場で活動をしている子どもたちでも，それらが在
籍する学校の校長がそれをどう判断するかによって，児童生徒の学籍上等の扱いが事なってし
まっていることが明らかになった。 



 また，オルタナティブスクールでの活動が在籍校での出席日数として認定されているケース
においても重大な課題を指摘する。補助金や助成金を受けているオルタナティブスクールは非
常に少ない(調査対象校のうち 27.0%)。すなわち，多くの子どもたちや保護者が会費や授業料と
いった形で支払う金銭的負担によってオルタナティブスクールの活動が運営されていることに
なる。そのオルタナティブスクールでの活動が一条校の出席日数等と認定されるということは，
児童生徒ならびにその保護者から捉えると，一条校での学籍に対してその費用を負担している
ことになる。これは，日本国憲法第 26 条第 2項にある義務教育の無償化に反する事態となって
いると指摘できるだろう。 
 以上より，本研究は，不登校支援における公民連携の事業や取組について，主に公教育側の恣
意的な判断によって，あるいは偶発的なやりとりによってそれが達成されるか否かが左右され，
さらにはその決定権が公教育側に置かれているという問題を指摘した。さらにそのような恣意
的な形でしか，学校の外で過ごす・学ぶ子ども・若者の教育を受ける権利が保障されていないと
いう事態のもつ問題を明らかにした。 
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